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【手続補正書】
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【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　表示部と、
　保持容量と、
　映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む書込トランジスタと、
　保持容量に書き込まれた駆動電圧に基づいて表示部を駆動する駆動トランジスタ、
　とを備え、
　映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む処理と連動して表示部の電流路の開
閉を制御可能に構成されている
　画素回路。
【請求項２】
　書込トランジスタを介して映像信号を保持容量の一端に供給しつつ駆動トランジスタを
介して保持容量に電流を供給する処理と対応した一定期間、表示部の電流路を遮断するよ
うに制御する
　請求項１に記載の画素回路。
【請求項３】
　表示部の電流路の開閉を制御可能な電流路制御トランジスタを有する
　請求項１または請求項２に記載の画素回路。
【請求項４】
　電流路制御トランジスタは、書込トランジスタを制御する書込駆動パルスと連動して制
御される
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　請求項３に記載の画素回路。
【請求項５】
　電流路制御トランジスタは、書込トランジスタを制御する書込駆動パルスと独立して制
御される
　請求項３に記載の画素回路。
【請求項６】
　保持容量の他端と駆動トランジスタの一方の主電極端との接続点には、補助容量の一端
が接続されており、
　補助容量の他端は、所定の基準電位点に接続されている
　請求項１ないし請求項５のいずれか１項に記載の画素回路。
【請求項７】
　補助容量のキャパシタンスは、表示部の寄生容量のキャパシタンスとほぼ同じ値である
　請求項６に記載の画素回路。
【請求項８】
　補助容量の接続は、映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む処理と連動して
遮断可能に構成されている
　請求項６または請求項７に記載の画素回路。
【請求項９】
　書込トランジスタを介して映像信号を保持容量の一端に供給しつつ駆動トランジスタを
介して保持容量に電流を供給する処理は、駆動トランジスタの移動度を補正する移動度補
正処理に使用される
　請求項１ないし請求項８のいずれか１項に記載の画素回路。
【請求項１０】
　駆動トランジスタの閾値電圧の補正処理後に、駆動トランジスタを介して保持容量に電
流を供給する処理を行なう
　請求項１ないし請求項９のいずれか１項に記載の画素回路。
【請求項１１】
　閾値電圧の補正処理時には、表示部の電流路を遮断しない
　請求項１０に記載の画素回路。
【請求項１２】
　映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込みつつ駆動トランジスタを介して保持
容量に電流を供給する処理と連動して、表示部の電流路を遮断制御する制御部、
　を備えている請求項１ないし請求項１１のいずれか１項に記載の画素回路。
【請求項１３】
　表示部は自発光型である
　請求項１ないし請求項１２のいずれか１項に記載の画素回路。
【請求項１４】
　表示部は有機エレクトロルミネッセンス発光部を有する
　請求項１３に記載の画素回路。
【請求項１５】
　表示部、保持容量、映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む書込トランジス
タ、及び、保持容量に書き込まれた駆動電圧に基づいて表示部を駆動する駆動トランジス
タを具備した表示素子が配列されており、更に、
　映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む処理と連動して表示部の電流路の開
閉を制御可能な制御部、
　を備えた表示装置。
【請求項１６】
　表示部の電流路の開閉を制御可能な電流路制御トランジスタが表示素子ごとに設けられ
ており、更に、
　電流路制御トランジスタをオン／オフ制御する電流路制御走査部を有する
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　請求項１５に記載の表示装置。
【請求項１７】
　表示部、保持容量、映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む書込トランジス
タ、及び、保持容量に書き込まれた駆動電圧に基づいて表示部を駆動する駆動トランジス
タを具備した表示素子が配列された画素部と、
　画素部に供給される映像信号を生成する信号生成部と、
　映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む処理と連動して表示部の電流路の開
閉を制御可能な制御部、
　とを備えた電子機器。
【請求項１８】
　表示部を駆動する駆動トランジスタを備えた画素回路を駆動する方法であって、
　映像信号と対応する駆動電圧を保持容量に書き込む処理と連動して表示部の電流路の開
閉を制御する
　画素回路の駆動方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３３】
　発光部ＥＬＰを駆動するための駆動回路として各種の回路があるが、画素回路としては
、５Ｔｒ／１Ｃ型、４Ｔｒ／１Ｃ型、３Ｔｒ／１Ｃ型、或いは２Ｔｒ／１Ｃ型等の駆動回
路を備えた構成にすることができる。「αＴｒ／１Ｃ型」におけるαはトランジスタの数
を意味し、「１Ｃ」は容量部が１つの保持容量Ｃcs（キャパシタ）を具備することを意味
する。駆動回路を構成する各トランジスタは、好適には、全てがｎチャネル型のトランジ
スタから構成されているのが好ましいが、これには限らず、場合によっては、一部のトラ
ンジスタをｐチャネル型としてもよい。尚、半導体基板等にトランジスタを形成した構成
とすることもできる。駆動回路を構成するトランジスタの構造は、特に限定するものでは
なく、ＭＯＳ型ＦＥＴを代表例とする絶縁ゲート型電界効果トランジスタ（一般には、薄
膜トランジスタ（Thin Film Transistor ;ＴＦＴ））を使用できる。更には、駆動回路を
構成するトランジスタはエンハンスメント型とデプレッション型の何れでもよいし、又、
シングルゲート型とデュアルゲート型の何れでもよい。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４６】
　端子部１０８の各端子は、配線１１９を介して、垂直駆動部１０３や水平駆動部１０６
に接続される。例えば、端子部１０８に供給された各パルスは、必要に応じて図示を割愛
したレベルシフタ部で電圧レベルを内部的に調整した後、バッファを介して垂直駆動部１
０３の各部や水平駆動部１０６に供給される。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４７】
　画素アレイ部１０２は、図示を割愛するが（詳細は後述する）、表示素子としての有機
ＥＬ素子に対して画素トランジスタが設けられた画素回路１０が行列状に２次元配置され



(4) JP 2012-237919 A5 2014.6.26

、画素配列に対して行ごとに垂直走査線ＳＣＬが配線されるとともに、列ごとに映像信号
線ＤＴＬが配線された構成となっている。つまり、画素回路１０は、垂直走査線ＳＣＬを
介して垂直駆動部１０３と接続され、又、映像信号線ＤＴＬを介して水平駆動部１０６と
接続されている。具体的には、マトリクス状に配列された各画素回路１０に対しては、垂
直駆動部１０３によって駆動パルスで駆動されるＭ行分の垂直走査線ＳＣＬ_1～ＳＣＬ_M
が画素行ごとに配線される。垂直駆動部１０３は、論理ゲートの組合せ（ラッチやシフト
レジスタ等も含む）によって構成され、画素アレイ部１０２の各画素回路１０を行単位で
選択する、即ち、駆動信号生成部２００から供給される垂直駆動系のパルス信号に基づき
、垂直走査線ＳＣＬを介して各画素回路１０を順次選択する。水平駆動部１０６は、論理
ゲートの組合せ（ラッチやシフトレジスタ等も含む）によって構成され、画素アレイ部１
０２の各画素回路１０を列単位で選択する、即ち、駆動信号生成部２００から供給される
水平駆動系のパルス信号に基づき、選択された画素回路１０に対し映像信号線ＤＴＬを介
して映像信号ＶＳの内の所定電位（例えば映像信号Ｖsigレベル）をサンプリングして保
持容量Ｃcsに書き込ませる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５９】
　画素回路１０の駆動方法においては、前処理工程、閾値補正処理工程、映像信号書込み
処理工程、移動度補正工程、発光工程を有する。前処理工程、閾値補正処理工程、映像信
号書込み処理工程、及び、移動度補正工程を纏めて非発光工程とも称する。画素回路１０
の構成によっては映像信号書込み処理工程と移動度補正工程とを同時に行なうこともある
。各工程について概説する。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６０】
　因みに、駆動トランジスタＴＲDは、発光素子の発光状態においては、以下の式（１）
に従ってドレイン電流Ｉdsを流すように駆動される。ドレイン電流Ｉdsが発光部ＥＬＰを
流れることで発光部ＥＬＰが発光する。更には、ドレイン電流Ｉdsの値の大小によって、
発光部ＥＬＰにおける発光状態（輝度）が制御される。発光素子の発光状態においては、
駆動トランジスタＴＲDの２つの主電極端（ソース／ドレイン領域）は、一方（発光部Ｅ
ＬＰのアノード端側）がソース端（ソース領域）として働き、他方がドレイン端（ドレイ
ン領域）として働く。説明の便宜のため、以下の説明において、駆動トランジスタＴＲD

の一方の主電極端を単にソース端と称し、他方の主電極端を単にドレイン端と呼ぶ場合が
ある。尚、実効的な移動度μ、チャネル長Ｌ、チャネル幅Ｗ、制御入力端の電位（ゲート
電位Ｖg）とソース端の電位（ソース電位Ｖs）との電位差（ゲート・ソース間電圧）Ｖgs

、閾値電圧Ｖth、等価容量Ｃox（（ゲート絶縁層の比誘電率）×（真空の誘電率）／（ゲ
ート絶縁層の厚さ））、係数ｋ≡（１／２）・（Ｗ／Ｌ）・Ｃoxとする。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６３】
　〔前処理工程〕
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　第１ノードＮＤ1と第２ノードＮＤ2との間の電位差が、駆動トランジスタＴＲDの閾値
電圧Ｖthを越え、且つ、第２ノードＮＤ2と発光部ＥＬＰに備えられたカソード電極との
間の電位差が、発光部ＥＬＰの閾値電圧ＶthELを越えないように、第１ノードＮＤ1に第
１ノード初期化電圧（Ｖofs）を印加し、第２ノードＮＤ2に第２ノード初期化電圧（Ｖin

i）を印加する。例えば、発光部ＥＬＰにおける輝度を制御するための映像信号Ｖsigを０
～１０ボルト、電源電圧Ｖccを２０ボルト、駆動トランジスタＴＲDの閾値電圧Ｖthを３
ボルト、カソード電位Ｖcathを０ボルト、発光部ＥＬＰの閾値電圧ＶthELを３ボルトとす
る。この場合、駆動トランジスタＴＲDの制御入力端の電位（ゲート電位Ｖg、つまり第１
ノードＮＤ1の電位）を初期化するための電位Ｖofsは０ボルト、駆動トランジスタＴＲD

のソース端の電位（ソース電位Ｖsつまり第２ノードＮＤ2の電位）を初期化するための電
位Ｖiniは－１０ボルトとする。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６４】
　〔閾値補正処理工程〕
　第１ノードＮＤ1の電位を保った状態で、駆動トランジスタＴＲDにドレイン電流Ｉdsを
流して、第１ノードＮＤ1の電位から駆動トランジスタＴＲDの閾値電圧Ｖthを減じた電位
に向かって第２ノードＮＤ2の電位を変化させる。この際には、前処理工程後の第２ノー
ドＮＤ2の電位に駆動トランジスタＴＲDの閾値電圧Ｖthを加えた電圧を超える電圧（例え
ば発光時の電源電圧）を、駆動トランジスタＴＲDの主電極端の他方（第２ノードＮＤ2と
は反対側）に印加する。この閾値補正処理工程において、第１ノードＮＤ1と第２ノード
ＮＤ2との間の電位差（換言すれば、駆動トランジスタＴＲDのゲート・ソース間電圧Ｖgs

）が駆動トランジスタＴＲDの閾値電圧Ｖthに近づく程度は閾値補正処理の時間により左
右される。よって、例えば閾値補正処理の時間を充分長く確保すれば第２ノードＮＤ2の
電位は第１ノードＮＤ1の電位から駆動トランジスタＴＲDの閾値電圧Ｖthを減じた電位に
達し、駆動トランジスタＴＲDはオフ状態となる。一方、例えば閾値補正処理の時間を短
く設定せざるを得ない場合は、第１ノードＮＤ1と第２ノードＮＤ2との間の電位差が駆動
トランジスタＴＲDの閾値電圧Ｖthより大きく、駆動トランジスタＴＲDはオフ状態とはな
らない場合がある。閾値補正処理の結果として、必ずしも駆動トランジスタＴＲDがオフ
状態となることを要しない。尚、閾値補正処理工程においては、好ましくは、式（２）を
満足するように電位を選択、決定しておくことで、発光部ＥＬＰが発光しないようにする
。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６６】
　〔映像信号書込み処理工程〕
　書込走査線ＷＳＬからの書込駆動パルスWSによりオン状態とされた書込トランジスタＴ
ＲWを介して、映像信号線ＤＴＬから映像信号Ｖsigを第１ノードＮＤ1に印加し、第１ノ
ードＮＤ1の電位をＶsigへと上昇させる。この第１ノードＮＤ1の電位変化分（Ｖin＝Ｖs

ig－Ｖofs）に基づく電荷が、保持容量Ｃcs、発光部ＥＬＰの寄生容量Ｃel、駆動トラン
ジスタＴＲDの寄生容量（例えばゲート・ソース間容量Ｃgs等）に振り分けられる。静電
容量Ｃelが、静電容量Ｃcs及びゲート・ソース間容量Ｃgsの静電容量Ｃgsと比較して十分
に大きな値であれば、電位変化分（Ｖsig－Ｖofs）に基づく第２ノードＮＤ2の電位の変
化は小さい。一般に、発光部ＥＬＰの寄生容量Ｃelの静電容量Ｃelは、保持容量Ｃcsの静



(6) JP 2012-237919 A5 2014.6.26

電容量Ｃcs及びゲート・ソース間容量Ｃgsの静電容量Ｃgsよりも大きい。この点を勘案し
て、特段の必要がある場合を除き、第１ノードＮＤ1の電位変化により生ずる第２ノード
ＮＤ2の電位変化は考慮しない。この場合、ゲート・ソース間電圧Ｖgsは、式（３）で表
すことができる。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００６８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００６８】
　〔移動度補正処理工程〕
　書込トランジスタＴＲWを介して映像信号Ｖsigを保持容量Ｃcsの一端に供給しつつ（つ
まり映像信号Ｖsigと対応する駆動電圧を保持容量Ｃcsに書き込みつつ）、駆動トランジ
スタＴＲDを介して保持容量Ｃcsに電流を供給する。例えば、書込走査線ＷＳＬからの書
込駆動パルスWSによりオン状態とされた書込トランジスタＴＲWを介して映像信号線ＤＴ
Ｌから映像信号Ｖsigを第１ノードＮＤ1に供給した状態で、駆動トランジスタＴＲDに電
源を供給しドレイン電流Ｉdsを流して、第２ノードＮＤ2の電位を変化させ、所定期間経
過後、書込トランジスタＴＲWをオフ状態にする。このときの第２ノードＮＤ2の電位変化
分をΔＶ（＝電位補正値、負帰還量）とする。移動度補正処理を実行するための所定期間
は、表示装置の設計の際、設計値として予め決定しておけばよい。尚、この際には、好ま
しくは、式（２Ａ）を満足するように移動度補正期間を決定する。こうすることで、移動
度補正期間に発光部ＥＬＰが発光することはない。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８３】
　先ず、参照子Ａ、参照子Ｚを割愛して、比較例と実施例１とで、共通する部分について
説明する。表示装置１は、映像信号Ｖsig（詳しくは信号振幅Ｖin）に基づいて画素回路
１０内の電気光学素子（本例では発光部ＥＬＰとして有機ＥＬ素子１２７を使用する）を
発光させる。このため、表示装置１は、画素アレイ部１０２に行列状に配される画素回路
１０内に、少なくとも、駆動電流を生成する駆動トランジスタ１２１（駆動トランジスタ
ＴＲD）、駆動トランジスタ１２１の制御入力端（ゲート端が典型例）と出力端（ソース
端が典型例）の間に接続された保持容量１２０（保持容量Ｃcs）、駆動トランジスタ１２
１の出力端に接続された電気光学素子の一例である有機ＥＬ素子１２７（発光部ＥＬＰ）
、及び、保持容量１２０に信号振幅Ｖinに応じた情報を書き込むサンプリングトランジス
タ１２５（書込トランジスタＴＲW）を備える。この画素回路１０においては、保持容量
１２０に保持された情報に基づく駆動電流Ｉdsを駆動トランジスタ１２１で生成して電気
光学素子の一例である有機ＥＬ素子１２７に流すことで有機ＥＬ素子１２７を発光させる
。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００８５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００８５】
　尚、ここで示した画素回路１０の接続構成は、最も基本的な構成を示したもので、画素
回路１０は、少なくとも前述の各構成要素を含むものであればよく、これらの構成要素以
外（つまり他の構成要素）が含まれていてもよい。又、「接続」は、直接に接続されてい
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る場合に限らず、他の構成要素を介在して接続されている場合でもよい。例えば、接続間
には、必要に応じて更に、スイッチング用のトランジスタや、ある機能を持った機能部等
を介在させる等の変更が加えられることがある。典型的には、表示期間（換言すれば発光
期間）を動的に制御するためにスイッチング用のトランジスタを、駆動トランジスタ１２
１の出力端と電気光学素子（有機ＥＬ素子１２７）と間に、もしくは駆動トランジスタ１
２１の電源供給端（ドレイン端が典型例）と電源供給用の配線である電源線ＰＷＬ（本例
では電源供給線１０５DSL）との間に配することがある。このような変形態様の画素回路
であっても、実施例１（或いはその他の実施例）で説明する構成や作用を実現し得るもの
である限り、それらの変形態様も、本開示に係る表示装置の一実施形態を実現する画素回
路１０である。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９１】
　尚、２Ｔｒ／１Ｃ駆動構成における閾値補正に当たっては、制御部１０９には、書込走
査部１０４での線順次走査に合わせて１行分の各画素回路１０に、駆動電流Ｉdsを電気光
学素子（有機ＥＬ素子１２７）に流すために使用される第１電位Ｖcc_Hと第１電位Ｖcc_H

とは異なる第２電位Ｖcc_Lとを切り替えて出力する駆動走査部１０５を設け、駆動トラン
ジスタ１２１の電源供給端子に第１電位Ｖcc_Hに対応する電圧が供給され、かつサンプリ
ングトランジスタ１２５に信号電位（Ｖofs＋Ｖin）が供給されている時間帯でサンプリ
ングトランジスタ１２５を導通させることで閾値補正動作を行なうように制御するのがよ
い。又、２ＴＲ駆動構成における閾値補正の準備動作に当たっては、駆動トランジスタ１
２１の電源供給端に第２電位Ｖcc_L（＝第２ノード初期化電圧Ｖini）に対応する電圧が
供給され、かつサンプリングトランジスタ１２５に基準電位（Ｖofs）が供給されている
時間帯でサンプリングトランジスタ１２５を導通させて、駆動トランジスタ１２１の制御
入力端（つまり第１ノードＮＤ1）の電位を基準電位（Ｖofs）に、又出力端（つまり第２
ノードＮＤ2）の電位を第２電位Ｖcc_Lに初期化するのがよい。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０６】
　図７に示す第１例では、画素アレイ部１０２の外部にインバータ６１６を設けているが
、図８に示す第２例のように、画素アレイ部１０２の内部にインバータ６１６を設けても
よい。何れにしても、行ごとに書込駆動パルスWSを論理反転するインバータ６１６を設け
る構成である限り図示した構成には限定されない。例えば、書込走査部１０４を画素アレ
イ部１０２の両側に配して両側から書込駆動パルスWSを供給する（この場合は概ね画素ア
レイ部１０２の中間で担当を分ける）構成をとる場合であれば、インバータ６１６も画素
アレイ部１０２の両側に配する構成をとればよい。図示しないが、画素回路１０Ａごとに
（画素回路１０Ａの内部であるか外部であるかは不問）にインバータ６１６を設けて制御
パルスＮＤＳを個別に生成する構成をとることもできるが、その場合、図７に示した実施
例１の構成よりも回路規模は増える。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０１１３】
　例えば、有機ＥＬ素子１２７の発光状態は、電源供給線１０５DSLが第１電位Ｖcc_Hで
あり、サンプリングトランジスタ１２５がオフ状態である（図１０（Ａ）を参照）。この
とき、駆動トランジスタ１２１は飽和領域で動作するように設定されているため、有機Ｅ
Ｌ素子１２７に流れる電流Ｉdsは駆動トランジスタ１２１のゲート・ソース間電圧Ｖgs（
ノードＮＤ１２１とノードＮＤ１２２との間の電圧）に応じて決まる式（１）に示される
値となる。その後、垂直駆動部１０３は、電源供給線１０５DSLが第１電位Ｖcc_Hにあり
かつ映像信号線１０６HSが映像信号Ｖsigの非有効期間である基準電位（Ｖofs）にある時
間帯でサンプリングトランジスタ１２５を導通させる制御信号として書込駆動パルスWSを
出力して、駆動トランジスタ１２１の閾値電圧Ｖthに相当する電圧を保持容量１２０に保
持しておく（図１０（Ｄ）を参照）。この動作が閾値補正機能を実現する。この閾値補正
機能により、画素回路１０ごとにばらつく駆動トランジスタ１２１の閾値電圧Ｖthの影響
をキャンセルすることができる。
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１７】
　こうすることで、ソース端Ｓを基準電位（Ｖofs）より十分低い第２電位Ｖcc_Lにセッ
トし（放電期間Ｃ＝第２ノード初期化期間）（図１０（Ｂ）を参照）、且つ、駆動トラン
ジスタ１２１のゲート端Ｇを基準電位（Ｖofs）にセットしてから（初期化期間Ｄ＝第１
ノード初期化期間）（図１０（Ｃ）を参照）、閾値補正動作を開始する（閾値補正期間Ｅ
）。このようなゲート電位及びソース電位のリセット動作（初期化動作）により、後続す
る閾値補正動作を確実に実行することができる。放電期間Ｃと初期化期間Ｄとを合わせて
、駆動トランジスタ１２１のゲート電位Ｖgとソース電位Ｖsを初期化する閾値補正準備期
間（＝前処理期間）とも称する。因みに、図示した例は、第１ノードのであるノードＮＤ
１２１への初期化動作（初期化期間Ｄ）は３回繰り返しており、放電期間Ｃの開始から最
後の初期化期間Ｄが完了するまでが閾値補正準備期間となる。
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１１９】
　有機ＥＬ素子１２７の等価回路はダイオードと寄生容量Ｃelの並列回路で表されるため
、“Ｖel≦Ｖcath＋ＶthEL”である限り、つまり、有機ＥＬ素子１２７のリーク電流が駆
動トランジスタ１２１に流れる電流よりもかなり小さい限り、駆動トランジスタ１２１の
ドレイン電流Ｉdsは保持容量１２０と寄生容量Ｃelを充電するために使われる。この結果
、有機ＥＬ素子１２７のアノード端Ａの電圧ＶelつまりノードＮＤ１２２の電位は、時間
とともに上昇してゆく。そして、ノードＮＤ１２２の電位（ソース電位Ｖs）とノードＮ
Ｄ１２１の電位（ゲート電位Ｖg）との電位差がちょうど閾値電圧Ｖthとなったところで
駆動トランジスタ１２１はオン状態からオフ状態となり、ドレイン電流Ｉdsは流れなくな
り、閾値補正期間が終了する。つまり、一定時間経過後、駆動トランジスタ１２１のゲー
ト・ソース間電圧Ｖgsは閾値電圧Ｖthという値をとる。
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０１２２】
　例えば、第１閾値補正期間Ｅ_1ではゲート・ソース間電圧ＶgsがＶx1（＞Ｖth）になっ
たとき、つまり、駆動トランジスタ１２１のソース電位Ｖsが低電位側の第２電位Ｖcc_L

から“Ｖofs－Ｖx1”になったときに終わってしまう（図１０（Ｄ）を参照）。このため
、第１閾値補正期間Ｅ_1が完了した時点では、Ｖx1が保持容量１２０に書き込まれる。
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２３】
　次に、駆動走査部１０５は、１水平期間の後半部で、書込駆動パルスWSをインアクティ
ブＬに切り替え、さらに水平駆動部１０６は、映像信号線１０６HSの電位を基準電位（Ｖ

ofs）から映像信号Ｖsig（＝Ｖofs＋Ｖin）に切り替える（図１０（Ｅ）を参照）。これ
により、映像信号線１０６HSが映像信号Ｖsigの電位に変化する一方、書込走査線１０４W
Sの電位（書込駆動パルスWS）はローレベルになる。
【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１２８】
　画素回路１０においては、閾値補正機能に加えて、移動度補正機能を備えている。即ち
、垂直駆動部１０３は、映像信号線１０６HSが映像信号Ｖsigの有効期間である信号電位
（Ｖofs＋Ｖin）にある時間帯にサンプリングトランジスタ１２５を導通状態にするため
、書込走査線１０４WSに供給する書込駆動パルスWSを、上述の時間帯より短い期間だけア
クティブ（本例ではＨレベル）にする。この期間では、駆動トランジスタ１２１の制御入
力端に信号電位（Ｖofs＋Ｖin）を供給した状態で駆動トランジスタ１２１を介して有機
ＥＬ素子１２７の寄生容量Ｃel及び保持容量１２０を充電する（図１０（Ｆ）を参照）。
この書込駆動パルスWSのアクティブ期間（サンプリング期間でもあり移動度補正期間でも
ある）を適切に設定することで、保持容量１２０に信号振幅Ｖinに応じた情報を保持する
際、同時に駆動トランジスタ１２１の移動度μに対する補正を加えることができる。水平
駆動部１０６により映像信号線１０６HSに信号電位（Ｖofs＋Ｖin）を実際に供給して、
書込駆動パルスWSをアクティブＨにする期間を、保持容量１２０への信号振幅Ｖinの書込
み期間（サンプリング期間とも称する）とする。
【手続補正２１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３６】
　画素回路１０はブートストラップ機能も備えている。即ち、書込走査部１０４は、保持
容量１２０に信号振幅Ｖinの情報が保持された段階で書込走査線１０４WSに対する書込駆
動パルスWSの印加を解除し（即ちインアクティブＬ（ロー）にして）、サンプリングトラ
ンジスタ１２５を非導通状態にして駆動トランジスタ１２１のゲート端Ｇを映像信号線１
０６HSから電気的に切り離す（発光期間Ｉ：図１０（Ｇ）を参照）。発光期間Ｉに進むと
、水平駆動部１０６は、その後の適当な時点で映像信号線１０６HSの電位を基準電位（Ｖ

ofs）に戻す。
【手続補正２２】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０１４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４４】
　ここで、有機ＥＬ素子１２７は、発光時間が長くなるとそのＩ－Ｖ特性が変化してしま
う。そのため、時間の経過とともに、ノードＮＤ１２２の電位も変化する。しかしながら
、このような有機ＥＬ素子１２７の経時劣化によりそのアノード電位が変動しても、保持
容量１２０に保持されたゲート・ソース間電圧Ｖgsは常に“Ｖin＋Ｖth－ΔＶ”で一定に
維持される。駆動トランジスタ１２１が定電流源として動作することから、有機ＥＬ素子
１２７のＩ－Ｖ特性が経時変化し、これに伴って駆動トランジスタ１２１のソース電位Ｖ

sが変化したとしても、保持容量１２０によって駆動トランジスタ１２１のゲート・ソー
ス間電圧Ｖgsが一定（≒Ｖin＋Ｖth－ΔＶ）に保たれているため、有機ＥＬ素子１２７に
流れる電流は変わらず、したがって有機ＥＬ素子１２７の発光輝度も一定に保たれる。実
際にはブートストラップゲインは「１」よりも小さいので、ゲート・ソース間電圧Ｖgsは
「Ｖin＋Ｖth－ΔＶ」よりも小さくなるが、そのブートストラップゲインに応じたゲート
・ソース間電圧Ｖgsに保たれることには変わりがない。
【手続補正２３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５５】
　実施例２では、画素回路１０Ｂごとに、有機ＥＬ素子１２７の寄生容量Ｃelと等価な補
助容量がノードＮＤ１２２に接続されている。詳しくは、図１２及び図１３に示すように
、画素回路１０Ｂは、駆動トランジスタ１２１のソース端（ノードＮＤ１２２）と電源供
給線１０５DSLとの間に補助容量６１４を有する。図示しないが、補助容量６１４は、駆
動トランジスタ１２１のソース端（ノードＮＤ１２２）とカソード配線cathその他の基準
電位点との間に設けてもよい。図示しないが、補助容量６１４の接続効果（つまり補助容
量６１４への電流路）を必要に応じて遮断可能なスイッチトランジスタを設けてもよい。
例えば、図中のＳＷのように、補助容量６１４と電源供給線１０５DSL或いはカソード配
線cathその他の基準電位点との接続を必要に応じて遮断可能に構成すればよい。「必要に
応じて」とは、電流路制御トランジスタ６１２がオン状態と対応する一定期間（好ましく
は同一期間）を意味する。補助容量６１４の静電容量Ｃsubは、有機ＥＬ素子１２７（の
発光部ＥＬＰ）の寄生容量Ｃelの静電容量とほぼ同じ値であるとよい。
【手続補正２４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５６】
　実施例１の場合、電流路制御トランジスタ６１２がオフ状態の期間は、有機ＥＬ素子１
２７（の発光部ＥＬＰ）の寄生容量ＣelがノードＮＤ１２２から電気的に切り離される。
このため、ノードＮＤ１２２の電位変化が有機ＥＬ素子１２７のアノード端Ａに印加され
ず、有機ＥＬ素子１２７がターンオン状態となることを防止できる。その反面、駆動トラ
ンジスタ１２１からの電流が全て保持容量１２０側の充電電流となるので、電流路制御ト
ランジスタ６１２が存在しないときと比べて、移動度補正期間や閾値補正期間の動作状態
が異なる。実施例２では、この点を勘案して、電流路制御トランジスタ６１２がオフ状態
の期間においても、移動度補正期間や閾値補正期間の動作状態が電流路制御トランジスタ
６１２が存在しないときと概ね同じ状態となるように補助容量６１４を設け、好ましくは
その静電容量Ｃsubが有機ＥＬ素子１２７の寄生容量Ｃelの静電容量と概ね同じにする。
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図示した例では、電流路制御トランジスタ６１２がオン状態の期間にも補助容量６１４が
接続されたままであるが、通常は特段の不都合はない。接続されたままでは不都合がある
場合には、前述のように、電流路制御トランジスタ６１２がオン状態の期間に両者間の接
続を遮断可能なスイッチトランジスタを設ければよい。
【手続補正２５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６０】
　実施例１及び実施例２では、インバータ６１６により書込駆動パルスWSを論理反転して
制御パルスＮＤＳを生成する、或いは図示しなかったがｐチャネル型の電流路制御トラン
ジスタ６１２を用いる場合であれば書込駆動パルスWSを制御パルスＮＤＳそのものとして
使用するので、制御パルスＮＤＳのタイミング設定には自由度がない。そのため、電流路
制御トランジスタ６１２のオン／オフ動作はほぼサンプリングトランジスタ１２５のオン
／オフ動作と相補動作となり、有機ＥＬ素子１２７の電流路が書込駆動パルスと連動して
開閉制御される。これに対して、実施例３では、書込駆動パルスWSとは独立に制御パルス
ＮＤＳを生成できるので、 制御パルスＮＤＳのタイミング設定に自由度があり、有機Ｅ
Ｌ素子１２７の電流路を書込駆動パルスと独立に開閉制御可能である。例えば、図１６に
示すように、閾値補正期間Ｅには制御パルスＮＤＳをＨ状態とし、移動度補正期間（この
例では書込み＆移動度補正期間Ｈ）にのみＬ状態にすることもできる。実施例１及び実施
例２では、閾値補正期間Ｅの終了時に電流路制御トランジスタ６１２をオン状態とすると
、その直前のソース電位Ｖsと有機ＥＬ素子１２７のアノード端Ａの電位とが異なるので
、追加した電流路制御トランジスタ６１２がオンした瞬間には、ゲート電位Ｖg及びソー
ス電位Ｖsが変化する。これに対して、実施例３では、閾値補正期間Ｅにも電流路制御ト
ランジスタ６１２がオン状態であるので、電流路制御トランジスタ６１２を設けたことが
閾値補正処理に与える影響を完全に排除することができる。
【手続補正２６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６３】
　例えば、図１７（Ａ）は、電子機器７００が、画像表示装置の一例である表示モジュー
ル７０４を利用したテレビジョン受像機７０２の場合の外観例を示す斜視図である。テレ
ビジョン受像機７０２は、台座７０６に支持されたフロントパネル７０３の正面に表示モ
ジュール７０４を配置した構造となっており、表示面にはフィルターガラス７０５が設け
られている。図１７（Ｂ）は、電子機器７００がデジタルカメラ７１２の場合の外観例を
示す図である。デジタルカメラ７１２は、表示モジュール７１４、コントロールスイッチ
７１６、シャッターボタン７１７、その他を含んでいる。図１７（Ｃ）は、電子機器７０
０がビデオカメラ７２２の場合の外観例を示す図である。ビデオカメラ７２２は、本体７
２３の前方に被写体を撮像する撮像レンズ７２５が設けられ、更に、表示モジュール７２
４や撮影のスタート／ストップスイッチ７２６等が配置されている。図１７（Ｄ）は、電
子機器７００がコンピュータ７３２の場合の外観例を示す図である。コンピュータ７３２
は、下側筐体７３３ａ、上側筐体７３３ｂ、表示モジュール７３４、Ｗｅｂカメラ７３５
、キーボード７３６等を含んでいる。図１７（Ｅ）は、電子機器７００が携帯電話機７４
２の場合の外観例を示す図である。携帯電話機７４２は、折り畳み式であり、上側筐体７
４３ａ、下側筐体７４３ｂ、表示モジュール７４４ａ、サブディスプレイ７４４ｂ、カメ
ラ７４５、連結部７４６（この例ではヒンジ部）、ピクチャーライト７４７等を含んでい
る。
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【手続補正２７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１７２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１７２】
　１…表示装置、１０…画素回路、１１…発光素子、１００…表示パネル部、１０１…基
板、１０２…画素アレイ部、１０３…垂直駆動部、１０４…書込走査部、１０５…駆動走
査部、１０６…水平駆動部、１２０…保持容量、１２１…駆動トランジスタ、１２５…サ
ンプリングトランジスタ（書込トランジスタ）、１２７…有機ＥＬ素子、１３０…インタ
フェース部、２００…駆動信号生成部、２２０…映像信号処理部、６１１…電流路制御走
査部、６１２…電流路制御トランジスタ、６１４…補助容量、６１６…インバータ、７０
０…電子機器
【手続補正２８】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１】

【手続補正２９】
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【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図２】

【手続補正３０】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図７
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図７】

【手続補正３１】



(16) JP 2012-237919 A5 2014.6.26

【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図１１】

【手続補正３２】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１５】
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【手続補正３３】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【図１６】

【手続補正３４】
【補正対象書類名】図面
【補正対象項目名】図１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【図１７】
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